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研究要旨 
本研究では、児童虐待予防のために「特定妊婦」として注意すべき因子を明らかにする

ことを目的とし、東京都世田谷区の全分娩施設を対象として行われたコホート調査の結果

から、乳幼児虐待についての産前・産後の危険因子を考察することとした。 

母親の就労状況・望まない妊娠・家庭内の支援・喫煙が重要であることが示唆された。

乳幼児虐待予防の観点からも、産後の身体の痛みに気づきケアすることの重要性が示唆さ

れた。泣いている赤ちゃんへの対応の経験の乏しさ・とまどいが産前・産後ともに危険因

子となったことより、赤ちゃんの泣きに対しての産前の教育・産後の指導の重要性が示唆

された。今後母子保健領域のスタッフに対し、発達障害傾向や衝動性などについてのアセ

スメントや支援法についての確立の必要性が示唆された。 

 

研究協力者: 
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A. 研究目的 

厚生労働省の資料によれば児童虐待は 0

歳から学齢前だけで全体の 43.4％（平成 24
年度）であり、虐待による死亡事例の状況

を見ると 0 歳児が 43.1％で最も多く、0～2
歳までで 67.2％を占めており、乳幼児の虐

待予防は非常に重要である。近年、児童虐

待予防の観点から、出産後の養育について

出産前から支援を行うことが特に必要と考

えられる妊婦を「特定妊婦」として、積極

的に支援する施策が行われている。どのよ

うな妊婦を「特定妊婦」とすべきかについ

ては、十分なエビデンスがない。本研究で

は、児童虐待予防のために「特定妊婦」と

して注意すべき因子を明らかにすることを

目的とし、東京都世田谷区の全分娩施設を

対象として行われたコホート調査の結果か

ら乳幼児虐待についての産前・産後の危険

因子を考察することとした。 

 
B. 研究方法 

妊娠中期 20 週頃に心理社会的因子とエ

ジンバラ産後うつ病評価尺度からなる質問

票に回答してもらった。また、産後 3 か月

後に実施された質問票として徳永らによる、

虐待行為の評価項目（徳永ら、2000 年）[1]
を用いた。徳永らによる虐待行為の評価項

目について、Fujiwara らの用いたカットオ

フ値（虐待傾向：2/3, 虐待：6/7）[2]を用

い、乳幼児虐待・養育不全の危険因子を、

虐待傾向と虐待の危険因子に分けて考える

こととした。 
 

研究 1：妊娠期における産後の虐待傾向及

び虐待の危険因子 
対象と調査方法 
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第 1 回目（妊娠 20 週頃）と第 6 回目（分

娩 3 か月後）の調査データを使用した。 
分析方法 

1.1 虐待傾向についての産前の危険因子 

1) 二変量解析 
 第 6 回目の調査票に含まれる徳永らの養

育不全尺度について、虐待傾向のカットオ

フ値として 2/3 点で虐待傾向群とそうでな

い群の 2 群に分けた。第 1 回目の調査票に

は、心理社会的因子、エジンバラ産後うつ

病評価尺度[3]日本語版[4]、社会コミュニケ

ーション尺度（広汎性発達障害日本自閉症

協会評定尺度（PARS）[5]短縮版[6] を自記

式として使用したもの）、BIS/BAS 尺度[7]

日本語版[8]、ASRS[9]日本語版を含んでい

た。 

上記の 2 群と上記の心理社会的因子でカ

テゴリー変数については χ2 乗検定、連続変

数については Pearson の相関解析を行い、

p<0.1 の変数を選択した。 

2) 多変量解析 
2.1 で選択された変数を独立変数に、虐

待傾向のカットオフ値で分けられた 2 群を

従属変数に、ロジスティック回帰分析を行

い、産前の虐待傾向のリスク因子を求める

こととした。 
 

1.2 虐待についての産前の危険因子 
虐待のカットオフである 6/7 で分けた 2

群について 1.1 と同様の解析を行った。 
 

研究 2：産後における産虐待傾向及び虐待

の危険因子 
対象と調査方法 

第 2 回目（産後 4，5 日後）と第 3 回目（分

娩 2 週後）と第 4 回目（1 か月後）、第 5
回目（2 か月後）、第 6 回目（3 か月後）の

調査データを使用した。 
分析方法 

2.1 虐待傾向についての産後の危険因子 

1) 二変量解析 

 第 6 回目の調査票に含まれる徳永らの養

育不全尺度について、虐待傾向のカットオ

フ値として 2/3 点で虐待傾向群とそうでな

い群の 2 群に分けた。第 2 回目～第 5 回目

の調査票に含まれる心理社会的因子につい

て、カテゴリー変数では χ2 乗検定、連続変

数では Pearson の相関解析を用いて、虐待

傾向のカットオフ値として 2/3 点で虐待傾

向群とそうでない群の 2 群との解析につい

て、p<0.1 の変数を選択した。 

2) 多変量解析 
2.1 で選択された変数を独立変数に、虐待

傾向のカットオフ値で分けられた 2 群を従

属変数に、ロジスティック回帰分析を行い、

p<0.05 の因子を産前の虐待傾向のリスク因

子とした。 

 
2.2 虐待についての産後の危険因子 

虐待のカットオフである 6/7 で分けた 2
群について 2.1 と同様の解析を行った。 

なお、解析にあたっては統計解析ソフト

SPSS 22.0J for Windows を用いた。 
 

C. 研究結果 
研究 1．妊娠期における産後の虐待傾向及

び虐待の危険因子 
1.1 産前の虐待傾向の危険因子 

1171 人のデータが多変量解析の対象とな

った。下記の因子が統計的に有意(p<0.05)
な危険因子となった。 
・一週間の就労時間が少ないか不定期 

・22 時以後の就労がある 

・赤ちゃんをあやした経験が乏しい 
・望まない妊娠 

・社会コミュニケーション尺度 
・BIS 得点（衝動性） 
また、 

・生殖医療の治療歴 
・妊娠で仕事を失職・離職 

が統計的に有意(p<0.05)な保護的因子であ

った。 
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1.2 産前の虐待の危険因子 
1248 人のデータが多変量解析の対象と

なった。下記の因子が統計的に有意

(p<0.05)な危険因子になった。 

・無職または不安定な就労形態 
・パートナーの家事手伝い 
・赤ちゃんをあやした経験が乏しい 

・喫煙 
・ASRS 得点（AD/HD 傾向） 

 

研究 2．産後における産虐待傾向及び虐待

の危険因子 
2.1 産後の虐待傾向の危険因子 

854 人のデータが多変量解析の対象とな

った。下記の因子が統計的に有意(p<0.05)
な危険因子になった。 

・会陰縫合部または帝王切開時の傷の痛み 
・産後躁うつ病で病院を受診 
・赤ちゃんがなぜ泣いているのかわからな  
 い 

 
2.2 産後の虐待の危険因子 

826 人のデータが多変量解析の対象とな

った。下記の因子が統計的に有意(p<0.05)
な危険因子になった。 
・会陰縫合部または帝王切開時の傷の痛み 
・パートナーの家事・手伝い 

・赤ちゃんがなぜ泣いているのかわからな  
 い 
・赤ちゃんへの気持ち質問票下位項目「愛

情の欠如」 

・EPDS 得点 

・腰痛 
・ASRS 得点（AD/HD 傾向） 

 
D. 考察 

本研究により産前・産後の乳幼児虐待の

危険因子が明らかになった。 
本研究で明らかになった産前の危険因子

のうち、心理尺度以外の心理社会的因子は、

妊娠期の外来の問診票や面接で聴取可能で

ある。産後の危険因子についても同様であ

る。産前・産後に得られた情報を活用し、

ハイリスクの母親を早期から適切に保健師

をはじめとした関係職種につなぐなどして

地域母子保健で支援していくことが必要と

考えられる。 
 本研究で、母親の発達障害傾向や衝動性

などについての特有の認知特性が妊娠期に

おいて児童虐待を予測しうることが示され

た。特に AD/HD 傾向については、産前・

産後とも重要な危険因子であることが示唆

された。しかし、このような母親の特性を

日常的に精神科ケアに従事していないスタ

ッフがアセスメントするのは困難である。

今後、このような認知特性へのアセスメン

ト・対応について、母子保健関係者に周知

してもらうシステム作りが望まれる。 

 泣いている赤ちゃんへの対応の経験の乏

しさ・とまどいが産前・産後ともに危険因

子となった。赤ちゃんの泣きに対しての産

前の心理教育・産後の育児指導の重要性が

示唆された。 
また、本研究では、生殖医療の治療歴や妊

娠で仕事を失職・離職することが保護的因

子となることが示唆されたが、子どもの数

や母親自身の時間的・精神的ゆとりなどの

交絡因子を含め、さらなる研究が必要であ

る。 

産後うつ病の危険因子としての尿漏れや、

虐待傾向・虐待の危険因子としての会陰縫

合部または帝王切開時の傷の痛みや腰痛と

いった身体の痛みが重要であることが明ら

かになったことから、母親のメンタルケア

や虐待予防の観点からも産後の身体的ケア

の重要性が示唆された。近年、身体的治療

にメンタルケアを一緒に行う、共同ケアの

重要性が様々な医学領域で強調されている

[10, 11]。本研究の結果からも、周産期医療

において共同ケアが必要であると考えられ

る。 

一方で従来母子保健領域において虐待リ

スクや母親のメンタルヘルスのアセスメン

トツールとして用いられているエジンバラ
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産後うつ病評価尺度や赤ちゃんへの気持ち

質問票の高得点が、乳幼児虐待の重要な危

険因子となることが本研究においても示さ

れた。現在ではこれらの質問紙は保健師の

乳幼児全戸訪問事業の際に実施されている

が、全戸訪問は産後 1 か月から 4 か月に行

われ、ハイリスクの母親に対して必ずしも

適切な時期にアセスメントやそれに基づく

支援がおこなわれるとは限らない。今後、

保健分野だけでなく周産期医療現場におい

てもエジンバラ産後うつ病評価尺度や赤ち

ゃんへの気持ち質問票などを用いた母親の

心理社会的なリスク要因についてのアセス

メントが実施されることが望ましいと考え

られる。 
 

E. 結論 
 本研究により、乳幼児虐待についての産

前・産後の危険因子が明らかになった。母

親の就労状況・望まない妊娠・家庭内の支

援・喫煙が重要であることが示唆された。

また、乳幼児虐待予防の観点からも、産後

の身体の痛みに気づきケアすることの重要

性が示唆された。また、泣いている赤ちゃ

んへの対応の経験の乏しさ・とまどいが産

前・産後ともに危険因子となった。赤ちゃ

んの泣きに対しての産前の心理教育・産後

の育児指導の重要性が示唆された。今後母

子保健領域のスタッフに対し、発達障害傾

向や衝動性などについてのアセスメントや

支援法についての確立の必要性が示唆され

た。 
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